
令和５年度 介護人材確保に関する実態調査アンケート結果

1 目的

県内介護サービス事業所における介護人材確保の現状や課題を把握し、今後の介護
人材確保施策を検討するための基礎資料とするため、アンケート調査を実施

２ 調査概要

①調査対象施設

法人単位で回答

②調査方法

三重県電子申請・届出システム（ＬｏＧｏフォーム）で回答

対象法人数 1,287法人 ／ 有効回答数330法人

③調査期間

令和５年７月３日（月）～令和５年７月２１日（金）



Q１ 貴法人に勤務する職員数を、職種別に記入してください。

職種 人数（人） 構成比（％）

①訪問介護員 2,103 8.3%

②介護職員（訪問介護員以外） 10,288 40.8%

③看護職員 2,878 11.4%

④生活相談員・支援相談員 914 3.6%

⑤理学療法士・作業療法士・言語聴覚士等リハビリ職 679 2.7%

⑥栄養士 314 1.2%

⑦調理員 811 3.2%

⑧介護支援専門員 949 3.8%

⑨医師 262 1.0%

⑩薬剤師 47 0.2%

⑪管理者 825 3.3%

⑬事務員 1,058 4.2%

⑭その他 4,081 16.2%

合計 25,209 100.0%

（回答数：３３０法人）



①216 人

1% ②2,363 人

10%

③3,736 人

16%

④5,290 人

22%
⑤5,640 人

24%

⑥4,310 人

18%

⑦2,124 人

9%

Q２ 貴法人に勤務する職員数を、年代別に記入してください。

①１０代

②２０代

③３０代

④４０代

⑤５０代

⑥６０代

⑦７０代以上

（回答数：３０６法人）



①2,580 人

11%

②4,408 人

19%

③4,145 人

17%

④5,390 人

23%

⑤7,145 人

30%

Q３ 貴法人に勤務する職員数を、経験年数別に記入してください。

①１年未満

②１年以上３年未満

③３年以上５年未満

④５年以上１０年未満

⑤１０年以上

（回答数：３０６法人）



①28件

8%

②81件

25%

③139件

42%

④74件

22%

⑤5件

2%

⑥3件

1%

Q４ 貴法人の職員の過不足感は、どれですか。（選択は1つ）

①大いに不足

②不足

③やや不足

④適切

⑤過剰

⑥分からない

（回答数：３３０法人）



①45件

49%

②38件

41%

③4件

5%

④1件

1%

⑤4件

4%

Q５ 令和４年度に職員を採用していない法人にお尋ねします。

採用していない理由を選択してください。

①職員が充足しているため

②募集しても応募がなかったため

③面談等の結果、求職者が法人に求める条件

（勤務条件等）が合わず採用に至らなかった

ため

④面談等の結果、法人が求職者に求める条件

（資質、資格等）が合わず採用に至らなかっ

たため

⑤その他

（回答数：９２法人）



55.8%

24.6%

36.2%

9.4%

22.3%

12.5%

41.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

①他に良い仕事・職場があったため

②結婚・出産・育児のため

③職場の人間関係に問題があったため

④法人の施設・事業所の理念や運営に不満

があったため

⑤収入が少なかったため

⑥労働条件（勤務時間や休暇制度）に不満

があったため

⑦分からない

Q６ 令和４年度に離職のあった法人にお尋ねします。離職した理由は

何ですか。（あてはまる項目すべて選択） （回答数：２２４法人）



①96件

29%

②24件

7%

③134件

41%

④7件

2%

⑤7件

2%

⑥7件

2%

⑦25件

8%

⑧21件

6%

⑨9件

3%

Q７ 今後の採用活動において、特に力を入れたいと考えている項目は

どれですか。（選択は1つ）

①若年層で、有資格者

②若年層で、無資格者

③中途採用者で、有資格者

④中途採用者で、無資格者

⑤シニア層（６５才以上の高齢者）

⑥外国人

⑦どんな方でも良いから採用したい

⑧今後の採用予定なし

⑨その他

（回答数：３３０法人）



82.4%

15.2%

9.1%

35.2%

22.1%

10.6%

7.3%

15.5%

20.9%

58.2%

33.6%

3.6%

29.1%

32.4%

7.6%

3.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

①ハローワーク

②福祉人材センター（県社協）

③その他の無料職業紹介所

④有料職業紹介会社

⑤人材派遣会社

⑥合同企業説明会

⑦資格取得実習受入れ

⑧外国人技能実習生、特定技能の紹介機関（監理団体等）

⑨学校からの紹介（就職課、説明会、授業等）

⑩知り合いや職員等からの紹介

⑪法人の採用ホームページ

⑫法人独自の面談会、外部向け研修会等

⑬求人情報誌

⑭新聞折込広告

⑮採用活動をしていない

⑯その他

Q８ 直近３年間に人材確保のために活用した採用ツールは、どれですか。

（あてはまる項目すべて選択） （回答数：３３０法人）



55.5%

2.7%

2.7%

25.5%

14.2%

3.6%

2.1%

11.2%

11.5%

47.6%

19.7%

1.5%

11.8%

15.8%

7.3%

4.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

①ハローワーク

②福祉人材センター（県社協）

③その他の無料職業紹介所

④有料職業紹介会社

⑤人材派遣会社

⑥合同企業説明会

⑦資格取得実習受入れ

⑧外国人技能実習生、特定技能の紹介機関（監理団体等）

⑨学校からの紹介（就職課、説明会、授業等）

⑩知り合いや職員等からの紹介

⑪法人の採用ホームページ

⑫法人独自の面談会、外部向け研修会等

⑬求人情報誌

⑭新聞折込広告

⑮採用活動をしていない

⑯その他

Q９ 人材確保のために活用した採用ツールのうち、効果のあったツールは

どれですか。（あてはまる項目すべて選択） （回答数：３３０法人）



Q１０ 人材確保のために活用した採用ツールのうち、「効果がある（ない）と考える理由
は何ですか。 ＜その１＞

＜主な回答＞
①ハローワーク
・ハローワークからの紹介での入社が多い。求人を探される方が多い。
・ハローワークでは職種により専門相談の担当者がいるため、担当者と相談して適性のある人材を紹介してもらえる。
・介護の仕事に適さない方も多く、すぐに退職されてしまったため、最近はハローワークをあまり利用していない。
・派遣会社や有料紹介所などに人材の多くが登録してしまっており、ハローワークなど無料の紹介所での紹介は希薄すぎ
る。

④有料職業紹介会社
・即戦力に繋がる。登録求職者の数が多い。
・WEBページを使って手軽に求職の登録ができるし、求人の情報を検索できるため便利。
・紹介会社は積極的に紹介があるので、お金は掛かるが採用に繋がっている。
・紹介人数が多いが紹介料が高いのであまり利用はしたくない。
・紹介会社経由で来る人材の離職率は高い。

⑤人材派遣会社
・確実に人材が確保できた。
・人材派遣等を使用するしか募集をかけても応募がない。
・職員不足につき、人材派遣会社は探してくれる。しかし、単価が高額。
・当社の意図したとおりの紹介がない。
・人材派遣は数社利用したが、やる気の無い経験も無い人を無理矢理紹介され、無断遅刻欠勤等で続かない。

※回答は、一部を抜粋したものです。



Q１１ 人材確保のために活用した採用ツールのうち、「効果がある（ない）と考える理由
は何ですか。 ＜ その２＞

＜主な回答＞
⑧外国人技能実習生、特定技能の紹介機関（監理団体等）
・一定の期間はかかるが、ほぼ確実に採用できるため。
・自社系列施設にて、特定技能実習生の登録支援機関を有しており安心した外国人の受け入れが可能となっている。
・全体的に日本人の求人応募が激減している。打開策がなかなか見当たらず、外国人採用に舵を切るしかない。

⑨学校からの紹介（就職課、説明会、授業等）
・新卒者（高卒）の採用は毎年訪問を実施することで効果が出る。短期間では効果は出ない。
・福祉専門学校での掲示板に求人を掲示させていただき採用に繋がった。
・法人のニーズと事情を考慮して、適切に対応できる人材を推薦していただいた。

⑩知り合いや職員等からの紹介
・知り合いからの紹介は事前の情報なども判断材料となり、条件が合えば、確実に採用につながる。
・知人の紹介は、お互いの様子が把握でき安心感がある。一番人材の安定性がある。
・知り合いや職員の紹介は数は少ないが、離職率が低いなど信頼できる。
・採用する側と応募する側のお互いに事前情報を把握しているので、職員間の意思疎通が図りやすい。長年勤めてくれ
ている。
・職員の知り合いの紹介は、退職時に一緒に退職する可能性がある。



Q１２ 人材確保のために活用した採用ツールのうち、「効果がある（ない）と考える理由
は何ですか。 ＜その３＞

＜主な回答＞
⑪法人の採用ホームページ
・SNSやホームページ等を活用し採用にいたった経緯がある。
・面接時に当法人のホームページを見て、参考にしたという方が多かった。

⑬求人情報誌
・求人媒体がSNS化しているが、年齢層の高い求職者には、求人雑誌による発信が効果があると考えている。
・求人雑誌などは手軽に求人を見る事ができる。

⑭新聞折込広告
・折込広告は近くで働きたい方や、資格を活かしたい等の意欲的な方が多い。
・新聞を購入している方が減少した。広告を出しても問い合わせの電話も無いケースがよくあったので、採用に繋がらなく
なってきている。
・新聞の折り込み広告は、１回当たりの費用が高い。

⑯その他
・就労を考えていてもハローワークまでは出向かない、ローカル新聞もとっていない場合に、地域特定の広告郵便であれ
ば、必ず目にしてもらえる。
・採用に関するツールそのものが原因ではない。介護報酬の設定が現状とずれていることから企業が人件費として出せる
金額に限界があることが原因である。



53.3%

48.8%

44.5%

23.9%

32.4%

18.8%

19.4%

53.3%

53.3%

5.8%

6.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

①年齢・体調等を考慮した勤務表を作成している(夜勤回数の制限等)

②職員のメンタルヘルス、健康への気配りを定期的に行っている

③キャリアアップ・スキルアップの研修体制を整備している

④定年の年齢を引き上げた

⑤職員に悩みがある場合の相談窓口を設置している

⑥介護職員の負担軽減のため、介護助手やパート職員等をこれまで以上

に採用している

⑦介護負担の軽減のため介護ロボットやICTの導入を行っている

⑧定期的に基本給の引き上げを行っている

⑨勤務年数や能力に応じた評価を行い賃金に反映している

⑩特段、何も実施していない

⑪その他

Q１３ 職員の定着のために実施している取組はどれですか。

（あてはまる項目すべて選択） （回答数：３３０法人）



40.3%

27.0%

43.0%

18.2%

10.3%

20.9%

3.3%

7.6%

23.0%

6.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

①利用者等とのコミュニケーションに支障がある

②外国人介護職員を指導できる職員がいない

③日本語文章力・読解力の不足により業務に支障がある

④文化・生活習慣の違いにより業務に支障がある

⑤外国人材の採用方法や受け入れ制度が分からない

⑥外国人材の採用するために支払う人材紹介の手数料が高い

⑦介護福祉士を取得できずに帰国してしまう

⑧課題はない

⑨今後も、雇用する予定はない。

⑩その他

Q１４ 外国人材の雇用にあたって、どのような課題がありますか。

（選択は３つまで） （回答数：３３０法人）



46.1%

21.8%

14.2%

25.8%

27.0%

9.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

①外国人就労希望者とのマッチング支援

➁他施設での外国人受入れ事例紹介

③送り出し国や就労希望者の情報提供

④外国人留学生への奨学金の給付等にか

かる支援

⑤外国人受入相談窓口の設置

⑥その他

Q１５ 外国人材の受入を円滑に進めるために、行政に求める支援は

どれですか。（選択は２つまで） （回答数：３３０法人）



25.2%

17.0%

19.4%

16.4%

4.2%

9.1%

11.2%

36.4%

6.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

①介護助手を募集しても十分な人数が集まらない

②教育や指導の手間がかかる

③人件費に見合う効果が感じられない

④業務の切り分けや役割分担の仕方が分からない

⑤募集や説明会に係る費用が大きい

⑥介護職員が専門性を高めたり、スキルアップを目指せる状況になら

ない

⑦課題はない

⑧今後も導入する予定はない

⑨その他

Q１６ 介護助手を導入するにあたっての課題は何ですか。

（選択は３つまで） （回答数：３３０法人）



37.3%

55.8%

7.6%

4.8%

9.4%

27.9%

1.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

①人員基準の緩和

②介護報酬の引き上げ

③介護助手に関する県民への広報

④施設向け研修会の開催

⑤就労体験の実施

⑥特にない

⑦その他

Q１７ 介護助手を雇用するために行政に求める支援はありますか。

選択してください。（選択は２つまで） （回答数：３３０法人）



①62件

19%

②51件

16%

③47件

14%

④166件

50%

⑤4件

1%

Q１８ 介護ロボット・ＩＣＴを導入していますか。（選択は1つ）

①導入している

②一部、導入している（導入途中である）

③導入を検討している

④導入する予定はない

⑤その他

（回答数：３３０法人）



①87件

42%

②6件

3%③8件

4%

④20件

9%

⑤76件

37%

⑥10件

5%

Q１９ 介護ロボット・ICTの導入を「検討している」「導入する予定はない」と

回答した法人にお尋ねします。現在、介護ロボット・ＩＣＴを導入して

いない理由は何ですか。（選択は1つ）

①導入経費が高い

②導入方法が分からない

③補助申請手続きが煩雑

④導入のための手間や時間がかかる

⑤導入効果が不明

⑥その他

（回答数：２０７法人）



①108件

33%

②77件

23%

③7件

2%

④4件

1%

⑤49件

15%

⑥23件

7%

⑦12件

4%

⑧14件

4%

⑨28件

9%

⑩8件

2%

Q２０ 今後、介護人材を確保するため、今後、特に力を入れたいと

考えている項目はどれですか。（選択は１つ）

①給与など処遇の改善

②休暇の充実など働きやすい環境の整備

③みえ働きやすい職場取組宣言の実施

④有料職業紹介会社の活用

⑤パート職員の活用

⑥外国人材の受け入れ

⑦シニア層（65歳以上高齢者）の雇用

⑧法人のＰＲ方法の見直し（ホームページの改

修、求人広告等）
⑨特にない

⑩その他

（回答数：３３０法人）



39.1%

6.1%

13.3%

5.5%

5.8%

3.0%

10.6%

4.2%

6.4%

26.7%

10.9%

29.7%

74.8%

2.7%

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

①福祉・介護分野のイメージアップ

②魅力的な事業所のＰＲ

③小中高校生への働きかけ

④介護助手など多様な人材の参入促進

⑤外国人材活用の取組

⑥移住者の参入促進

⑦専門家による求人事業所と求職者のマッチング支援

⑧合同就職説明会・面談会の開催

⑨研修事業

⑩資格取得支援

⑪介護ロボット・ICTなど生産性向上に向けた支援

⑫人員基準の緩和

⑬介護報酬の引き上げ

⑭特にない

⑮その他

Q２１ 介護人材の確保のため、今後、行政に実施してほしい対策は

どれですか。（選択は３つまで） （回答数：３３０法人）


